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１．緒言
　厚生労働省が行った平成25年国民生活基礎調査
で，気になる自覚症状として腰痛は上位にあり1），
生涯有病率は高い2）．腰痛の発症予防に関し，日本
整形外科学会と日本腰痛学会が監修している腰痛診
療ガイドライン2012では，腹筋や背筋の筋力増強運
動，ストレッチング，持久性運動などの運動療法は
有効であることが示されている3）．また，慢性腰痛
に対する運動療法の有効性は高いが，最適な運動の
種類，頻度，強度，期間は明らかにされていない3）．
そのため，腰痛予防，あるいは，軽減するための最
適な運動を考えることは重要である．
　腰痛の発症機序の1つとして，体幹への負荷に対
し姿勢を維持しようとする筋力が不十分で，腰部が
過度に動くことが挙げられる4）．疫学的な研究で，
腰部への身体的負荷が大きい作業は腰痛発症の危険
因子であり，体幹の屈曲や回旋を伴う作業は腰痛の
発症頻度を増加させることが報告されている3）．突
然の負荷に対して身体の位置関係を維持するような
反射的な体幹の運動制御は過剰な負荷を防ぐという
脊柱の安定性のために重要である5）．加えて，体幹
筋の反応時間の遅延があると脊柱の安定性が低下
し，腰痛発症のリスクが高まる6）．したがって，体
幹の回旋負荷に対し，負荷に応じた適切な筋活動に
よって身体の位置関係を維持するという運動が有効
と考えられる．そこで，本研究の一つ目の目的は，
器具を自分で振動させるのではなく，振動する器
具を止めることで身体の位置関係を維持しながら，
器具によって生じる体幹の回旋に拮抗する運動器具
を開発することとした．二つ目の目的は，その運動
器具によって生じる力を定量的に計測することとし
た．我々の知り得る範囲では，このような運動器具
は存在せず，新たな運動療法の基礎的研究となる．
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２．方法
２. １　開発内容
　例えば図1のように，振動装置を机上に固定設置
し，装置の振動部を止めようとすれば体幹回旋の運
動負荷となる．しかし，止める力が装置の最大出力
より小さければ身体は振動方向に動き，止める力が
装置の最大出力以上であれば，装置の正常な作動を
妨げることになる．そこで図2のように，振動装置
をスライドレール上に設置するという構造を考案し
た．この場合，装置の振動部を外部から止めれば，
スライドレール上で装置自体が振動する．この振動
部を外部から止める力が，装置自体をスライドレー
ル上で動かす力と同等であれば，振動部の位置，つ
まり，身体の位置関係は変わらず，振動装置だけが
スライドレール上で動くという状況になる．この構
造であれば，身体の位置関係を変えないための負荷
に応じた筋力が適切に生じたということが，振動部
の移動で判断できる．
２. ２　運動器具
　今回開発した，振動装置とスライドレールを利
用した運動器具を図3に示す．振動装置にはアイエ
イアイ社製ロボシリンダ（RCP4-SA7C-56P-24-200-
P3-R03）を使用した．スライドレールには日本トム
ソン社製 C ルーブリニアウェイ ML のスライドユ
ニット（ML12）と長さ500mm のトラックレール
（LWL12B）を使用した．振動装置の操作は，コン
トローラーで往復回数（回），動作加減速値（G），
スピード（mm/s），往復距離（原点位置± mm）
を設定し，開始ボタンを押すことで自動運転となる．
２. ３　力の計測
　振動部を止めるための力とその力が生じる間隔を
計測するため，図4のようにフレーム内に運動器具
を設置し，振動部を固定した．振動部を止めるため
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図1　机上に固定した振動装置の概略図
振動装置は机上に固定設置している．振動装置は振動部を白い矢印（　　）の様に振動させる．つまり，
振動装置自体は動かず，点線で囲んだ部分が白い矢印の様に振動する．把持部を止めている手には，
装置が振動部を白い矢印の様に振動させる力が加わる．

図2　振動装置とスライドレールを利用した運動器具の概略図
振動装置は机上のスライドレールに設置している．振動装置は振動部を振動させる力を生じるが，
把持部を手で止めておけば，点線で囲んだ振動装置自体が白い矢印（　　）の様に振動する．把持
部を止めている手には，装置自体をスライドレール上で白い矢印の様に振動させる力が加わる．
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の力だけではなく，力が生じる間隔は，運動を行う
際の難易度に関係するため計測した．例えば，力が
生じる間隔が短いほど，素早く運動方向を変更する
ことになり，運動の難易度は上がる．力の計測には，
共和電業社製小型圧縮型ロードセル（LMB-A-200N）
を振動部の右側中央とフレームとの間に設置した．
圧縮によって生じた電圧は，共和電業社製センサイ
ンタフェース（PCD-400A）を経由してパーソナル
コンピュータに入力し，共和電業社製ダイナミック
収録ソフトウェア（DCS-100A）で力に変換して記
録した（N）．サンプリング周波数は1000Hzとした．
振動装置は，往復回数を7回，動作の加減速値を1G
で固定し，スピードを3条件（100mm/s，200mm/

s，300mm/s），往復距離を3条件（±20mm，±
40mm，±60mm）の計9条件で設定した．振動装置
の設定後に自動運転を開始し，7往復中の力を連続
して9条件で記録した．3～5往復目のデータから，
ピーク値とピーク値出現間隔の平均値と標準偏差を
算出した．

３．結果
　図5に代表的な力の計測結果を示す．まず，振動
装置が左側にスライドし始める際に振動部の右側に
設置しているロードセルに力が加わり，その後，減
衰した．その後，振動装置は折り返し，右側にスラ
イドして止まる際に力の立ち上がりがあった．その

図3　振動装置とスライドレールを利用した運動器具

図4　測定時の設置
フレーム内に振動装置を設置し，振動部の右側中央とフレーム
との間にロードセルを設置して，力を計測した．自動運転開始
で，振動装置の振動部は向かって右側に作動するが，振動部
はフレームで固定しているので，振動装置自体が左にスライド
する動きから往復が始まる．

図5　代表的な力の計測結果
振動装置の往復回数は7回，動作の加減速値は1G，往復距離は±20mm，スピードは100mm/sで
設定した際の力を示している．
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約300msec 後に振動装置が再度左側にスライドし
始めてピーク値が出現した．振動装置が右側にスラ
イドして止まった後に，左側に動き始めるまでの時
間は全ての条件で約300msec であった．
　振動装置が左側にスライドし始める際のピーク値
を表1，ピーク値出現間隔を表2に示す．ピーク値は，
往復距離による増減ではなく，スピードを速くする
ことで大きくなっていた．ピーク値出現間隔は，往
復距離を短くすること，スピードを速くすることで
短縮していた．

４．考察
　本研究では，身体の位置関係を変えなくても体幹
の回旋負荷が生じる構造の運動器具の開発とその運
動器具によって生じる力の計測を行った．その結果，
振動装置をスライドレール上に設置するという構造
の考案によって，新たな運動療法器具を開発するこ
とができた．腰部の位置関係を保持しながら，自ら
の四肢の運動をその負荷とすること，あるいは，不
安定な支持面上で姿勢を保持することなどは一般的
に行われているが7），外部からの負荷を制動する本
運動器具には新規性がある．運動器具によって生じ
る力は振動装置のスピード，そして，力が生じる間
隔は振動装置のスピードと往復距離で，段階的に調
節できることが分かった．器具の動きに合わせ，素
早く運動方向を変更することは難易度が高いため，
例えば，器具を使い始める際には，力が生じる間隔
を長く設定することで器具の動きに合わせた運動が

行いやすいと考える．運動器具を使用する際には，
遅いスピード，長い往復距離という設定から開始
し，徐々に速いスピード，短い往復距離にすること
で，発揮する力や力が生じる間隔を段階的に調節で
きることは魅力的である．振動装置がスライドして
止まった後に，動き始めるまでの時間は，スピード
や往復距離の設定には依存しなかった．つまり，運
動方向が変わる前に必ず一定の時間があるというこ
とである．この一定の時間は，使用した振動装置の
特性によるもので変更はできない．しかし，運動方
向を変更するための準備ができる時間と考えれば，
運動の難易度にも関係する．そのため，今後の振動
装置の選定の際に考慮したい．
　一般的に，体幹の安定を目的とした運動では，最
大筋力の20-30% という低強度が推奨されている8）．
先行研究では，健常男性の等尺性最大体幹回旋トル
クが約90Nmで9），健常者，ゴルファーの非腰痛者，
ゴルファーの腰痛者間で等速性最大体幹回旋トルク
に有意差はなく110～140Nm であったこと10）が示さ
れている．例えば，最大体幹回旋トルクが90Nm の
利用者が運動器具に向かって両肘関節を90°屈曲し
た肢位で運動器具の把持部を止めようとした場合，
体幹回旋の中心から把持部までの長さを0.3m と仮
定すると把持部で発揮できる最大体幹回旋筋力は
300N となる．その場合，最大筋力の30% の負荷と
なる力は90N となる．あるいは，利用者の最大体
幹回旋トルクを150Nm と仮定すれば，最大筋力の
30% の負荷となる力は150N となる．今回，設定し

表1　ピーク値の平均値±標準偏差

表2　ピーク値出現間隔の平均値±標準偏差

単位：N

単位：msec
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た振動装置の往復距離とスピードによって生じた力
は約60-150N であり，十分な負荷となる．しかし，
今回，計測した力は振動部を固定して完全に止めた
ものであり，人が使用して反応が遅れた場合は，生
じる力は減少する．今後，人の力で振動部を止めた
際に，体幹筋力をどの程度発揮できているのか表面
筋電図を用いて明らかにしていきたい．

５．結語
　今回，開発した運動器具は，振動する器具を止め

ることで運動できる構造であるということが示され
た．また，器具を止めるための力の定量化によって，
体幹の安定を目的とした運動強度となるように段階
的に調節できることが示された．
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